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日本は1998年5月、パキスタンがイン
ドに次いで核実験を実施したことを受
けて、新規の無償資金協力及び円借款
を停止し、国際金融機関による対パキ
スタン融資に慎重な対応をとるなどの
経済制裁措置を取った。こうした経済
制裁措置はこの時、インドに対しても
とったが、パキスタンに対する経済制
裁の方が、インドよりも国内経済に与
える影響がはるかに甚大であるという
評価が専らであった。
パキスタンは、冷戦期にアフガニス

タンへ旧ソ連が軍事侵攻している間、
米国にとっての対ソ封じ込め戦略上の
重要な拠点の一つであった。米国の安
全保障援助と日本の経済協力によって、
冷戦期のパキスタンは支えられてきた
と言っても良い。しかるに冷戦が終焉
して、旧ソ連軍がアフガニスタンから
撤退するや、米国にとってパキスタン
の戦略的重要性が失われ、米国は急速
にパキスタン援助から手をひいていっ
た。隣国インドの脅威を受けていたパ
キスタンとしては、止む無く中国に支
援を求め、やがて中国とパキスタンの
関係が緊密化し、その中で核・ミサイ
ル開発技術の供与が行われていったと
みられる。
他方、パキスタンでは1999年10月、ム

シャラフ陸軍参謀長がシャリフ民政を
転覆させて大統領に就任し、以来、経済
発展の為の法秩序回復に向け努力を続

けている。一方、アフガニスタンでは、
旧ソ連軍の撤退後パキスタン内におい
て誕生したタリバンが、1995年以降、国
内の実効支配を拡大して、1998年後半
以降は全土の大半を支配するように
なっていた。
今回、米英を中心とする軍事作戦は、

このタリバンと、アフガニスタン内に
外部から入ってきたアルカイダ及びそ
の指導者であるビン・ラーディンの壊
滅を目的とするものである。しかし、こ
れを成功裏に導くためには、パキスタ
ンの支援協力が不可欠である。一方、パ
キスタン政権は軍情報機関など国軍の
一部が親タリバン勢力であり、また、国
内政治上の困難にも直面している。パ
キスタンにとっては米英中心のテロ対
応措置を支持することにより、国際社
会に軍政を認知させ、各国から支援を
取り付けることができれば政権は安定
する。しかし、その為には国内における
反対勢力を統制しておかなければなら
ないし、また、隣国アフガニスタンの北
部同盟勢力が拡大された形で一連の作
戦が終結し、タリバン後のアフガニス
タン政治体制が決まることは防がなく
てはならない。パキスタンにとっては、
インドとアフガニスタンの二正面作戦
は回避しなければならない安全保障上
の課題でもある。
このように考えると、パキスタンが

安定した政権運営を進め、インドとの

バランスが維持されている事が南西ア
ジアの安定にとって不可欠である。逆
にムシャラフ政権が崩壊すれば、その
統制下にある核兵器がタリバンの手に
渡る可能性があり、そうなるとインド
がパキスタンに対して核を使用するか
もしれず、中国やロシアの出方も不透
明となる。米国やイスラエルも核を使
用する可能性が出てくるので、国際社
会の安定は一挙に損なわれることにな
る。このように考えると、ムシャラフ政
権の政治的安定は、米英の作戦成功と
南西アジアの安定にとって極めて重要
な意味を持つ。
日本としては、このような状況にあ

るパキスタンの経済困難を米国と共に
できるだけ支援協力し、ムシャラフ政
権の安定を確保することが不可欠であ
り、パキスタンの核実験を是認するわ
けではないが、経済制裁を停止するこ
とにしたのである。現在、パキスタンで
は親タリバン勢力による反米デモが続
き、容易ならぬ状態にある。日本として
はパキスタンに対する経済制裁解除の
みならず、アフガニスタンの復興援助
や、パキスタン内に流入したアフガニ
スタン難民の支援を通じて、パキスタ
ンの安定に貢献していこうとしている。
それがまた日本の外交の幅を広げこの
地域における日本の影響力を拡大させ
るという意味で、国益に叶うものとな
るであろう。

日本の対パキスタン経済制裁停止と核兵器問題

森 本　敏
拓殖大学国際開発部教授
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幌延町の最大の問題は「過疎」

―― まず、いま幌延町が抱えている
問題からお話しいただけますか。
【上山町長】私ども幌延町の現在の問題
は、過疎であるということです。過疎
対策を進めていかないと町としての機
能が果たせなくなってしまいます。あ
る人は、「過疎であっても快適な生活が
できればいいんではないか。町長さん、
なにいらねえことをやるんだ」と。こ
のように、サイクル機構（核燃料サイ
クル開発機構）の施設立地に反対する
人のほとんどはそういう言い方をしま
す。過疎でも快適な暮らしができれば
素晴らしいことですけれども、やはり
ある程度の人口がいないと、それぞれ
の商売が成り立たなくなります。呉服
屋さんが3軒も4軒もあったのが、今は1
軒もなくなってしまったとか、雑貨屋
さんもついこの間、老舗の店が閉店し

て、昔からの雑貨屋が二つだけになっ
てしまいました。
「過疎でも快適であればいい」という
のはどの程度のことを指しているのか
がわかりません。私としては経験上、
人口は最低7千人から1万人ぐらいある
と何とか町としての機能が果たせると
思います。幌延町は、人口をどんどん
割り込んでいて、昔７千人いた人口が
いま2,800人ちょっとですから、次第に
町としての機能を果たせなくなりつつ
あるということです。財政との係わり
もありますが、これ程まで人口が減っ
ているところに一番問題があると私は
考えて、今まで、何か企業誘致を、と
頑張ってきたつもりです。
その企業誘致では、利益を求める民

間会社の誘致には何度も失敗していま
す。それは、地理的条件がネックでし
た。他に何かないか模索している中で、
国の政策に協力していくことを選択し

ました。それが町の過疎対策にもなる
ということで踏み切った訳です。
横路知事の3期、堀知事の1期、計16

年。この間、サイクル機構の研究施設
の立地問題で知事さんと対立してきま
した。これらの知事さんと対立すると
いうことは、道民の大方の人々と対立
してでもやっていくのと同じ意味合い
を持っています。大変辛い思い、苦し
い思いをしてきましたが、にもかかわ
らず今日まで頑張ってきたのは何かと
いうと、やっぱり国家というものが私
の脳裏から離れないからです。「国家が
安定していてこそ国民生活が安定する」
という信念からです。
国会議員の先生方も、ジャーナリス

トの方々も、国民の前で大きな声で原
子力の問題について議論していただけ
ないのが情けないと思うのです。日本
の国は、食べ物ですら40％ぐらいしか
自給できず、不足分は輸入して食べて
いかなくてはならない。その他の鉱物
資源はほとんどゼロに近い。ですから、
資源を買ってきて、加工して売り、儲
ける。儲けた金で食料を買ってくる、
原材料を買ってくる。日本はその繰り
返しを行っているわけです。それで今
の私達の生活があるわけです。私のよ
うに戦時中に青春時代をおくった人間
からすると、今は栄耀栄華を極めてい

小誌「Plutonium」では、地域と原子力施設の関係をさらによりよいものにする事を

念頭に、原子力施設の立地地域の市町村長さんのお話を伺い、国民や国会議員、行政関

係者、原子力関係者などに市町村長さんのお考えを伝えるため、インタビュー記事を掲

載いたしております。今回は、核燃料サイクル開発機構が建設を進めている「幌延深地

層研究センター」が立地される幌延町の上山町長にいろいろなお話やお考えを伺いまし

た［7月23日］。 （編集部）

「ノーベル賞をもらったら、
流れ星にのって
『おめでとう』を言いに来る」
－幌延から日本を支える子供達を－

上 山　利 勝 幌延町長インタビュー

北 海 道 
幌延町 H O K K A I D OH O K K A I D O
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ますよね。平安時代の中・後期の藤原
氏の時代のように「この世をば　我が
世とぞ思う　望月の　欠けたることの
なしと思えば」というような、今その
時代に皆が気づかないでいると、私は
そう思っています。

国に貢献することが幌延のためにも
なる

このような栄華を極めている要因は
何かというと、やっぱりエネルギーの
安定確保・供給があるからです。これ
が欠けてしまったら、いくら原材料を
輸入してもだめでしょう。そのエネル
ギーも、二酸化炭素を発生してはだめ
です。自然エネルギーは確かに二酸化
炭素の発生が少ない。ではこの自然エ
ネルギーである風力、太陽光などで日
本の経済を維持することができるのだ
ろうか。ずっと先の将来は分かりませ
んけど、ここ20年、30年、50年は、今
の風力や太陽光発電で日本の経済力、
国民生活を現状維持できるのかと問え
ば、それは恐らくなり得ない。だとす
れば、好むと好まざるとにかかわらず、

核エネルギーに頼らざるを得ないので
はないですか。そうだとすると、原子
力は危険物には間違いないわけですか
ら、いかに安全にこれを使いこなして
いくのか、いかに安全に処理、処分し
ていくのかという研究は、国を挙げて
研究、発展させていかなければならな
いわけです。
そのようなわけで、やはり国家がし

っかりしていてこそ初めて、われわれ
の今日の生活があるのです。私にして
みればいろいろなことがあり、切ない
こと、辛いこともありました。町出身
の高校生も他町出身の生徒に随分いび
られたり、また、自分の子供たちや孫
たちが、「おまえのじいちゃん、なにさ」
なんて言われて、かなり辛い思いもし
たようです。また、農村花嫁対策にも
多少「核」の問題が言われたよう
で・・。でも、そんな時には、子供や
孫に「おじいちゃんがこうやって頑張
っているのは、大きくは日本国のため
になるからだ。それに協力することに
よって幌延町の過疎を何とかくい止め
ようと、全精力をつぎ込んでいるから

だ」と話しているので
す。実際そうやってき
たし、これからもその
ようにしていこうと思
っています。
自分で自分を考えて

みると、やっぱり小学
校、中学校あたりまで
に受けた教育、『先に
個人でなく国家』これ
が今日の自分を支えて
いるのかなと思いま

す。ですから、教育の大切さというも
のをしみじみと考えさせられます。た
だ、逆な意味から言うと恐ろしい面も
ありますね。

幌延町から日本を支える人材を

―― 12年前に幌延町に伺ったとき
も、町長さんが中学校1クラスの生徒全
員に一人1台ずつ使えるようにパソコン
を導入しましたと言っておられました。
当時、全国的に見てもパソコンに力を
入れている学校はどこにもありません
でした。教育に大変力を入れておられ
るなと、非常にそのとき感銘を受けた
のです。
【上山町長】おかげさまで今から7年前
になりますが、文部省が全国の10カ所
を選んで、マルチメディアの教育を先
駆的に進めることになり、全国10カ所
のうち北海道が1カ所、その1カ所に幌
延町の中学校が選ばれました。やっぱ
り早くから進めてきたことが認められ
たのだなと思うのです。そのプログラ
ムは試験的なものですから、3年間で打
ち切られるのですが、幌延の場合はも
う1期と、もう1年、いま7年目です。特
別配慮してくださいましてね。私とし
てみれば、このパソコン教育にしても、
今の進めつつあるサイクル機構の「幌
延深地層研究センター」の受け入れに
しても、これからの日本を支えてくれ
る人材が幌延町から一人でも二人でも
出てくれればと、そんな思いがあるの
です。
いろいろな地域を聞いて歩いて、東

海村に原子力施設を誘致した元の川崎
村長さん、須藤村長さんは偉かったな
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と思うのです。原子力関係の科学者や
技術者が家族ごと1万人ほど東海村に入
ってきたわけですよね。その人達に集
落をつくらせないで、学校を中心にし
て住居を配置させた。なるほどな、よ
くそこへ考えが至ったなと思って感心
したのです。
東海村というのは、以前は全国でも

有数の貧乏町村であったそうです。茨
城県そのものが農業県で、貧乏県であ
ったものだから、東海村の子供たちで
旧制中学、新制高校に行くという子は、
ほんとうに数知れていた。だから上級
の学校に行くなんて到底夢のまた夢だ
と考えていたということです。それが、
東海村に原子力関係の人が入ってきた。
有名な国公立や私立大学出身の人たち
の子供というのは優秀で、しかしその
子供たちに決して負けない地元の子供
たちがどんどん成長してきた。むしろ
大学進学率は地元の子供たちのほうが
どんどん頭角を伸ばしてきたという話
を聞いて、「うーん、なるほどなあ」と
痛み入ったことがあります。

パソコンの早期導入も子供達の才能
発掘のため

そして、片やわが町を見てみる
と・・。もう亡くなりましたが、山本
さんと言う画家がおりました。この役
場にもその人の絵が飾ってありますけ
ど、幌延の開拓初代の人たちの一人の
次男坊です。その人が小学校時代に
「かあちゃん、おれ、絵かきたいから、
クレヨンと画用紙買ってくれ」と言っ
たら、「なに言ってんの、そったらもの。
早く行ってバレイショの草取りしなさ

い」なんて叱られて、
全然相手にされなかっ
たそうだ。そしてそれ
なりに成長して、労務
者をやって過ごしてき
て、60過ぎて体をこわ
して働けなくなった。
「ぶらぶらしていても
どうしようもねえ。あ
あ、そういえばおれ、
絵かきたかったよな。」
それで自分で油絵の道
具一式買って、我流で描き始めた。別
に先生もいませんから、我流で。そし
て最終的には上野の近代美術館に100号
の絵を出して入賞した。そういうとこ
ろまでいった。
また、「あそこのじさま、こんな芸術

性の高いいい写真とるのか」という人
も出てくる。我々から上の年代の人た
ちは、自分がどういう才能を持ってい
るのか、親も自分の子供がどんな才能
を持っているのか全然知らずみんな死
んでいった。そんなことを考えると、
何とかして子供たちを刺激してやりた
い。それにより思いがけない才能がポ
ッと出てくるのではないかと。
そんな思いがあるものですから、例

えばサイクル機構が来て、また、世界
中から研究者がやって来るようにと考
えて、私はいろいろ働きかけもしてい
ます。そういうことでこの町や周辺の
町の子供たちが刺激を受けるというこ
とが、銭や物ではない、かけがえのな
いものがあるのではないかと思ってい
ます。そんなことの一環として、パソ
コン教育やらいろいろなことを充実さ

せよう、そしてこの天北地域（北海道
北部）のへき地の子供たちに優秀な先
生の講義を聞かせて勉強させてやりた
いと、しみじみと思っているのです。
もちろん研究施設ができ、経済的な

メリットも期待していますけれども。
直接的な経済ばかりでなく、そのセン
ターによって刺激を受け、このへき地
といわれる天北の寒い幌延から一人で
も二人でも優秀な子が出てくれればい
いと、そう思って一生懸命やっている
のです。だから子供たちを相手に話し
ているんです。いろいろな話を聞かせ
ながら、「いいか、おまえたちがノーベ
ル賞をもらえるときにはな、おじさん
は天国だよ。無線くれよな。流れ星に
のって『おめでとう』と言いに来るぞ。」
そんな夢を実現させたいと思ってね。

パソコンができることが自信に繋が
れば

パソコン教育に手をつけたのには、
もう一つの理由があるんです。という
のは、私も樺太（いまのサハリン）の
開拓者の長男坊なのです。わりあい勉
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強ができたほうで、学校の先生に旧制
中学へ入れと言われました。親も経済
的に苦しかったようですが、試験にパ
スしたら入学させてやるというので、
勉強したらパスしたわけです。入学し
てみたら、教科書に関する勉強につい
ては一歩も引けを取らないのですが、
一般社会の知識については全然太刀打
ちも何もできなかった。私がなにか言
おうと一言か二言か言っているうち、
相手はペラペラとくる。それにはちょ
っと辟易したり、コンプレックスを感
じたり、いろいろなことがありました。
私の場合はごらんのような体格（が

っしり）をしていましたし、農家の長
男坊だったから、小学校時代から時に
は学校を休んで農業の手伝いをしたり
していて、力は抜群に強く、血統的な
ものもあるようですけど、小学校6年生
のときには60kgぐらいの米俵を自由自
在に担いで歩きました。だから、旧制
中学に行っていろいろなコンプレック
スを感じたけれども、何せ腕力では、
「なに？」なんて言ったらみんなが恐れ
おののくぐらいですからね。その面で
はカバーできたけど、いつでも暴力は
振るえるものでもありませんしね。や
っぱり寂しい思いをしました。
ですから、幌延の子供たちも東京や

都会の学校へ入れるときに、おれが味
わったような思いを味わうこともある
だろうなと。そんなこともあるものだ
から、「なに言ってんだ、おれの学校は
ね・・」というものを一つや二つ子供
たちに持たせて出してやりたいと考え
ました。偉そうなこと言っているけど、
自分のそういう体験を子供たちにはな

るべくさせないという、自分の子供だ
けには自分みたいな思いはさせたくな
いという親が多いけど、似たようなも
のですね。

コンピュータ導入にも抵抗があった

―― 大人の体験を子供に教える、伝
えるというのが一番だと思うのですが、
親にしても情報には限度があります。
12年も前に一人1台パソコンを導入し
たということは、子供たちが欲しい情
報を、方法さえ覚えれば何でも引き出
せる。それにより自分の才能を見つけ
だせる。子供にとっては選択肢が広が
って、とってもいいことだと思うので
す。
【上山町長】ただそれには、議会で困っ
たこともあったのです。「町長、何千万
円もかけてあんなもの導入したって、
おれんとこの孫はひとつも頭がよくな
んねえじゃねえか。」それには困ったね。
どうやって答弁したらいいのかと思っ
てね。そういう人にまじめな答弁した
って、ピンとくるわけはないしね。し
ょうがないから「いやいや、頭が良く
なると思ってやったのでないんだ。こ
れからこういう機械を使う社会になり
つつある。幌延にいるから見えないけ
ども、一歩出るとそういう社会になり
つつあるんだよ。そのうち高校を終わ
って就職する。就職のとき、『うちの子
供は中学生のときからその機械を使っ
ているから、コンピュータを与えると
すぐ使いこなすよ』と言える。よその
子供にはなかなかできるもんでない。
基礎から勉強しなきゃならない。そう
か、よし、あんたの孫さんには1号俸高

く採用する。1号俸高いとな、死ぬまで
の年金まで加えると、かなりの額にな
る。ほかの子供たちより1号俸高く採用
されたがゆえに、多い収入を得ると思
うよ。おれは最低限それでいいと思っ
てやってんだよ」と答えると「うん、
そしたらいい、わかった」と。

子供を育てるには優秀な先生が不可欠

もう一つは、これも自分たちが習っ
た先生に言われたことですが、昭和26
年頃、幌延から留萌まで海岸線に鉄道
線路がありました。その汽車に乗って
いたら、斜め向かいに座っている人が
私の顔をチロチロ見るんです。「何か見
たことある人だなあ」と考えていた。
私は泥だらけななり（姿）をしている
ときで、見るも無残な格好をしていた。
向こうはちゃんと金縁眼鏡をかけた、
きちんとした紳士。その紳士がツカツ
カと前へ来て、「さっきから君を見てた
んだけど、君、上山君でないか」「そう
ですが」「僕だよ、僕だよ」僕だと言わ
れても、ちっとも思い出せない。「ドモ
だよ」。その方は数学の先生で、どもる
ものだから、「ドモ、ドモ」というあだ
なをつけた。「ああ、阿部先生ですか」
「そうだよ」「いまどこにいらっしゃる
んですか」「天塩高校の2代目の校長に
なったんだ。今度来たら寄れ寄れ」と。
その汽車に乗って天塩まで行く間じ

ゅう先生がして下さった話は、こうい
うことでした。天塩に来る前、室蘭に
いたのだそうです。戦後間もなくのあ
る時、室蘭の町を歩いていたら、屋台
で焼酎飲んで気合いかけている若い衆
が3人ほどいた。「どら、おれもちょっ
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と焼酎一杯ひっかけるかな」と思って
座ったら、その若い衆は旧制豊原中学
（樺太）で3年生まで教えた生徒で、「あ
れ、おまえら。いまどうしてるんだ」
「あっ、先生でありますか。」昔は先生
といったら、立ってパッと敬礼する習
性がついているものだから、あわてて3
人がパッと立って、「先生でありますか」
と、敬礼した。
「まあまあいいから、座れ。いま何や
ってるんだ」と聞くと、「ニコヨン（日
雇労働者）をやっています」「そうか、
それじゃだめだな。おれが補習してや
るから、3カ月でも4カ月でもおれのと
ころに来い。そして来春、北海道大学
を受験してみろ。おれの勘では、おま
えらは一発で3人とも入るぞ。おれのと
ころに来い。」そしてその先生の下で補
習を受けて、3人とも一発で入った。
そのときに、その先生が、「それでな、

上山君な、やっぱり先生なんだよな」
と言うのです。その阿部校長先生も、
いま筑波大学と言っている元の東京高
師（東京高等師範学校、戦後は東京教
育大学となり、今は筑波大学）出です。
「おれも東京高師の後輩を呼ぼうと思っ
たが、一人も呼べない。おれが、以前
の旧制中学で、東京高師の先輩である
瓜田校長という先生に使われてるとき
に、いつも『腐れ校長、腐れ校長』と、
みんなで悪口ばかり言ってたけれど、
その腐れ校長のまね一つできねえ。樺
太のあんなところへ行って苦労した瓜
田校長の真似が、東京高師出のおれに
はできないもんな。戦後こっちへ来て
自分も校長になってみて、瓜田校長の
集めた、優秀な先生の教育を受けた子

供たちとでは、その落差の大きさとい
うものをしみじみと感じさせられた。
だから、上山君な、やっぱり先生なん
だよ」としみじみとそう私に話してく
れたことがありました。そういうこと
も私にとってはこのパソコン教育にみ
んな絡んでくるわけですよ。

外国人と交流する経験が必要

―― そういう意味では、サイクル機
構が研究しようとしている施設につい
ても、国内の専門家、それから海外か
らの研究者も来ることになるでしょう
が、そういう研究者と、例えばこの地
域の子供たちとの接点を見つけること
も大切だと思うのです。そういう観点
から、サイクル機構に何か望むことは
ありますか。
【上山町長】この間、ほんの少しうれし
かったんだけど、東海村にスイスから
地下水の流れに関する世界的な権威者
が来ました。年齢は44歳だと言って、
若くてね。この人が「うん」と言えば、
地下水の流れをどう扱うかということ
に許可がもらえるのだそうだ。それで
この幌延の状況を見に来て、私のとこ
ろへ挨拶に来てくれたけど、その人が
その施設の関係で来た外国人第1号か
な。いろいろな人たちが入ってくるこ
とによって人々が啓発されるというこ
とは大事なことだし、外国人と接触す
ることがすばらしいことだということ
は、これも私にも体験があるわけです。
戦争に負けた時、樺太にいて数えの

19歳だった。そしてロシアの軍隊がど
んどん樺太に入ってくるわけさ。私は
樺太の並川村だけど、村の区長さんと

いうのは大体年寄りがなるわけね。そ
の区長さんも私もロシア語はちんぷん
かんぷんで、勘も鈍い。何か交渉事が
できると、私に「おい、一緒に行って
くれんか」と引っ張り出される。一緒
に行ったって、こっちは何んにもわか
んねえから、ゼスチャー半分。昔、テ
レビでゼスチャーの番組があって、あ
れを見て、引き揚げてきて真っすぐ東
京へ行ってパントマイムをやれば、い
まごろ一世風靡していたのになあと、
そんなことを思ったこともありました
けどね。ロシア側といろいろやり合う
わけです。
そして、随分あわやというところま

でけんかをやりました。やっぱり向こ
うは軍隊だからね、銃口を突きつけら
れたときの怖さというのは、何ともい
えない。それでも、村の者から交渉を
引き受けてきているからと思って、あ
えて向かっていったけど、そのことに
よって向こうにも随分言うことを聞か
せました。そういうことの経験からし
て、今の日本の外交は腰が座っている
のかどうか。髪の色見たり、目の色見
ただけで、ちょっと引き下がってしま
う。情けないという思いがあります。

子供達は互いにすぐ理解し合える

それで、私の町の小・中学生を、今
年いけば4回目になるかな、樺太に連れ
ていくのです、私の生まれ故郷へ。初
めての時、樺太で挨拶してくれという
から、「たとえ戦争に負けてロシアの国
になろうと、どこの国になろうと、こ
こは私が生まれた故郷だ。あそこのと
ころに木造の大きな校舎があったはず
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取材レポート

だ。それが火事で焼けたそうだが、そ
の代わりに道路をはさんで反対側にコ
ンクリートの校舎ができている。だか
ら私はあそこの卒業生だ。あなた達は
そこの生徒であるから、私は大先輩で
ある。だから、私に敬意を表するべき
だ」と言って挨拶しながら演説した。
そうすると次に行ったときに、樺太

の子供達はね、「ようこそ幌延町の皆さ
ん。歓迎」と書いてくれた。それがお
もしろい字なんだ。それがまたいいの
ね。
―― 日本語でそれを書いてくれたの

ですか。
【上山町長】そう書いてくれた。それが
また独特の字なんだ。日本人に書けと
いっても書けない字でね、これがまた
いいの。こうして迎えてくれる。そし
てロシアの子供たちが踊りの仲間に入
れと誘いに来れば、幌延から行った子
供たちはみんな後ずさりするわけ。ま
あ、これを解決しようと思って連れて
きたんだから、おれがイライラしても
しょうがないわと思って、私がまず服
を脱いで子供たちの中へ入って、こっ
ちは腰が痛いが、とにかく入って子供
らと一緒に踊る。私が踊ると教育長も
入る。教育長が入れば付き添いの先生
も入らないわけにはいかない。みんな
で踊りを始めて、連れてきた子供たち
を引き入れて、そして馴染ませる。
これまた不思議なものでね、子供た

ちを一回仲間に引きずり込んでやると、
次の日はわあわあと一緒に大騒ぎして
いる。言葉も知らないのに、一体どう
なっているんだ。いらないのだよね言
葉は。雰囲気で、動作で、ゼスチャー

で理解するんだな。お
互いに理解し合ってる
んだね。
私は、やはりこれか

らの子供たちというの
は、国際的な感覚、交
渉事、そういうものを
身につけていくように
してやらなくてはだめ
だと考えています。よ
その町ではアメリカや
カナダとかヨーロッパ
などに、一人か二人の子供を出してい
るけど、私の町は樺太でいい。カッコ
悪くてもいい、船で5時間乗れば行って
しまう。幌延から札幌まで特急に乗っ
て4時間半かかるわけで、ほぼ同じ時間
で行ける。みんなまとめて、15人も連
れていって、そしてわあわあ大騒ぎさ
せる。一人や二人の経験でなく、大勢
の子供たちが経験してくるということ
が大事だろうと思って毎年連れていく
わけです。
帰ってきてから子供に感想文を書か

せているのだけど、「また行きたい」と
か、特に私が憎たらしいと思うのは、
「彼女をつくりました」と書いてよこす
子がいました。私でさえ満足に彼女が
できなかったのに、「ちくしょう」と思
ってさ、また愉快でいいよね。

国際交流は文化の交流

―― その後、子供さん同士で何か文
通なりをしているのですか。
【上山町長】その後子供たちがどこまで
繋がりを持っているか、いちいちタッ
チしていませんけどね。今年は、8月6

日からこちらから樺太へ行って、樺太
からは14日頃から来るという予定です。
―― 樺太からも子供たちがこちらへ

来るのですか。
【上山町長】そう、向こうからも14～15
日ごろ来る計画がある。子供たちとは
別に、24～25歳になる娘さんも来ます。
日本語の読み書きが達者な娘ですが、
会話がどうもいまいちだから、会話の
勉強をしたいと言うので、「よし引き受
けた」と。社会教育の担当のほうへ話
して、週2回でもいいからロシア語講座
を、受講者は年齢不問、男女不問で開
設しろと話をしているところです。そ
れから、その娘には、「ロシア語を教え
るだけではだめよ。ボルシチでも何で
もつくれるか。母さんにばかりつくら
せて、自分ではできないのでは」と
聞いたら、「そんなことありません。

作れます」と言うから、よし、それな
ら今度は婦人部を集めてロシア料理を
つくる教室をやろう。「ボルシチ一つだ
けではだめだよ。お母さんに教えても
らってたくさんの料理を覚えてこなき
ゃだめだ」と言ったら、「いろいろ覚え
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てきますから」と言うから、「それなら
いらっしゃい」と言うことになりまし
た。こっちでいろいろな人達と馴染ん
でもらおうと思っています。
―― 皆さんの中に入って交流するの

が一番お互いに理解できますし。

研究センターには海外の研究者との
交流を期待

【上山町長】日本の子供たちがちょっと
引っ込み思案なのは無理ないかなとは
思うのだけど、向こうへ行くとおもし
ろいのは、何十もの人種が一緒にいる
でしょ。「おいお前たち、おじさんと同
じように髪が黒いから、朝鮮人か、カ
リースキか」「違う、キタエスキだ」
「中国人だ」2人一緒に遊んでいても
「おれはカリースキだ」「おれは朝鮮人
だ」と大威張りです。背の高い子がい
るから、「おまえはロシア人か」「違う。
おれはウクラインスキだ。」ちょっと違
和感を感じちゃいますね。子供が、小
学生が、民族意識というか国家意識と
いうのか、そういう意識をちゃんと持
ちながらもわだかまりなく、団子にな
ってわあわあ遊んでいる。なるほどな
あ、日本人だけの世界の中で生活して
いる子供たちと違うのはこれだ。成長
するに従ってだんだんと違っていくの
だろうな、としみじみ考えました。こ
この研究センターもそういう意味で世
界中からいろいろな人が来られるだろ
うから、その人達との交流を期待して
いるわけです。
―― 海外からの研究者が来られたと

きに必ず、ここの小学校や中学校で子
供たちに話をしていただくことをサイ

クル機構にお願いしておけば、海外の
研究者は快く引き受けて下さると思い
ます。
【上山町長】この町からも青年海外協力
隊に何人か出ています。山本さんの娘
さんは、アフリカのウガンダに婦人科
の看護婦として派遣されている。私も
そのような町民には努めてラブレター
を書いて出しています、一生懸命に。
それから、いま社会教育課にいる杉本
君は、ネパールに野菜作物の指導に行
っていた。今、パラグアイにも一人行
っている。そういう人達には月に1回は
手紙を書いています。面倒くさいから
前段の美辞麗句なんてそんなもの書か
ず、いきなり「どうしている。この間、
どこそこのばばが死んだ」などと、気
の向くまま、筆の向くまま書いている
のさ。

サイクル機構の職員も子供達と交流を

―― 1ヵ月に一遍、自分の故郷から
そういう手紙が来るというのは、海外
にいるとかなり懐かしいし、心強いで
すよ。
【上山町長】酪農家の息子がもうちょっ
と海外へ行って勉強してくれればいい
と思って、一生懸命言うのだけど、な
かなか勉強に行かないんだ。「学校を出
たら、家へ戻るな。家へ戻ると労働力
として組み込まれるから、外国へはな
かなか行けないぞ。卒業したら、その
まま1、2年外国へ行って勉強してこい。
君らの親はまだ若いから、もう2年やそ
こら大丈夫だ。君らが勉強に行くなら
ば、特別に資金を国や町から出すから、
体と着替えを持って行けばいいんだか

ら、行ってこい」と言うんだけど、な
かなか行かない。一昨年やっと一人、
若者が勉強に行きました。私が手紙を
出すと、1ヵ月程して、「いや、失敗し
ました」と手紙をくれました。「中学時
代の英語でいいから、ちゃんと覚えて
おけば生活に何も不自由しなかったの
に、遊んで悪さばっかりしていて、そ
の天罰をいま感じています」なんて書
いてくる。
―― そういう方々が帰って来られて、

小学校や中学校で海外の実体験を話し
て下さると、大変子供達の勉強になる
と思いますね。研究センターができれ
ば、結構ユニークな人材が集まるので
すから、そういう人達にも。
【上山町長】そうそう、サイクル機構の
中にもユニークな人達がいるのですよ、
話してみると。そういう人達をこっち
からも声かけて引っ張りだす必要があ
るわけです。引っ張りだして、その人
の持っている特技を披露してもらう。
ただ、町民の皆さんに注意を促して

いるのは、今のところセンターの研究
期間は20年間ということになっており、
20年経ってサイクル機構が引き揚げて
いった、そしたら元の幌延に戻ってし
まったのでは駄目だと言っています。
だから、20年間だ、その間に、彼らが
引き揚げていっても、残せるものはき
ちんと地域に根づかせて残しておく心
掛けをしないと駄目だと、口酸っぱく
言っているのです。

幌延町のホームページ

http://www.dosanko.co.jp/horonobe/
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投 稿

核解体後のプルトニウムをどうするか

東西冷戦終結の序曲である東西ドイ
ツ統一の過程でベルリンの壁が破壊さ
れたことは記憶に新しいことですが、
その壁材の一部は保存される反面、高
値でコレクター達の間で売買されてい
るとのことです。一方、世界の平和に
とって、さらに気になる20世紀の負の
遺産、これまた冷戦終結の副産物とい
えますが、米・ロ両大国の戦略核兵器
は、1994年12月の戦略核兵器削減条約
（START-I）発効以降解体が進められ、
冷戦期の半数（約6,000発）程度に削減
しているといわれています。
核兵器の解体自体は大変望ましいこ

とですが、この結果として、核弾頭に
用いられていたウラン235（U-235）を
高純度に含む高濃縮ウランと、プルト
ニウム239（Pu-239）を高純度に含む兵
器級プルトニウムが大量に発生し、こ
れらの核物質が、十分に管理されず危
険な国々やテロ組織に拡散するのでは
ないかとの懸念が有りました。本年9月
のアメリカでの同時多発テロは、これ
ら核物質の核兵器転用防止策の重要性
を再確認させるものであり、その検討
が積極的に進められるものと考えられ

ますが、いくつかの問題点があります。
高濃縮ウランの場合は、ウランと混

ぜて希釈することによって軽水炉用燃
料とすることができます。ウラン燃料
は、多くの国で軽水炉の燃料として使
用されており、解体核兵器から出る高
濃縮ウランを軽水炉燃料として燃やす
ことに政治的に問題となる要素はほと
んど見当たりません。
一方、プルトニウムについては、特

に、軽水炉の運転により生じたプルト
ニウム（原子炉級プルトニウム）につ
いて、ウラン・プルトニウム混合酸化
物（MOX）燃料として再び軽水炉で燃
やすことが欧州を中心に行われている
一方、わが国では「ふげん」（新型転換
炉）、「常陽」（高速実験炉）、「もんじゅ」
（高速増殖原型炉）の燃料として20年以
上の経験があります。しかしアメリカ
では、カーター政権以来、どのような
プルトニウムであれ原子炉での利用を
行わない方針をとっており、現在、
MOX燃料の軽水炉での使用や高速増殖
炉開発は行われていません。ロシアで
は高速増殖炉の開発は進められている
ものの、原子炉級プルトニウムであれ
兵器級プルトニウムであれ、MOX燃料
の軽水炉での利用は行われていません。

ロシアは、産業の活性化のため、兵器
級プルトニウムを高速炉を主としたエ
ネルギー源として利用することを考え
ているなど、核兵器の解体から生じる
プルトニウムの処分は、政治的な問題
を含んだ複雑な課題と認識されていま
す。
次に、誰が核兵器解体、処分に必要

な資金などを負担するのかという点に
関してですが、国際的な理解としては、
発生当事国、すなわち「アメリカ及び
ロシアが自らの責任で処分すべし」と
いうのが基本です。アメリカの場合は、
処分作業にかかる費用を全て政府が負
担する方針です。しかし、ロシアの場
合は、資金的な裏付けがなく、解体プ
ルトニウム処分に要する費用に関して
は、国際的な資金援助に頼らざるを得
ないという状態です。
さらに、アメリカ、ロシアの解体プ

ルトニウム処分に際しては、両国がほ
ぼ同様のペースで進めるという双務性
の原則が適用されており、一方のみが
処分を進めるということは、まずあり
ません。従って、ロシアの解体プルト
ニウム処分を国際協力の下で資金援助
して進めないと、アメリカの解体プル
トニウムの処分も進められず、結果と

ロシアの解体プルトニウムは
燃焼を主に

大 和　愛 司
核燃料サイクル開発機構 理事
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して前述の核拡散リスクはいつまでも
減少せず、核軍縮も進まなくなること
が想定されます。
以上のことから、ロシアの解体プル

トニウム処分への国際協力は、世界の
核軍縮、核不拡散上の重要事項として
認識されており、日本も技術的な面を
中心に協力を進めています。

処分方法は燃焼と固定化

解体プルトニウムの処分方法を模式
的に図1に示します。核弾頭から分離さ
れた金属プルトニウムは、一時中間貯
蔵され、次の工程へ進みます。現実的

な核兵器の解体及び後処理のスケジュ
ールを想定しますと、何らかの形での
中間貯蔵は不可欠となり、適切な管理
のもと、安全で確実な保管が必要とな
ります。
次にこの解体プルトニウムを処分す

る工程に入ります。ひとつの有力な方
法は、軽水炉や高速炉などを使って燃
焼処分する方法です。この場合、原子
炉に供給する燃料の製造方法として、
従来のMOX燃料製造技術の主流である
工程（湿式転換工程）を経て、プルト
ニウムの酸化物（PuO2）を作り、ペレ
ット燃料製造技術を用いてMOXペレッ

ト燃料に加工するやり方があります。
また、高速炉燃料用としてのみ試行さ
れている方法ですが、乾式転換方式に
より顆粒状のMOX燃料の粒子を造り、
これを直接燃料ピンに充填した後、振
動を加えて加工する振動充填（バイパ
ック）法を利用する方法があります。
プルトニウムを利用する原子炉のタ

イプも、「既存炉を利用する」という国
際的合意から、軽水炉と高速炉が考え
られます。軽水炉では、欧州の各国で
実用化されているように、ウラン燃料
をMOX燃料と置き換えて利用します。
また、ロシアの高速炉は22％程度の中

前処理 

転　換 

乾式 Pu含有セラミックパック 

カン（パック内封） 

キャニスター 
（カン内封） 

地層処分 

湿式 

燃料棒 

バイパック燃料 

燃料棒 

集合体 

使用済燃料 

貯蔵 

ペレット燃料 

振動充填 

ペレット 

原子炉（高速炉／軽水炉） 
MOX粉 

MOX顆類 Pu酸化物粉 

金属Pu保管 核弾頭切断 核弾頭 

核弾頭分析 

高
レ
ベ
ル
ガ
ラ
ス
個
体
化 

＜固定化＞ ＜原子炉での燃焼利用＞ 

図1  解体プルトニウムの処分方法
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濃縮ウランを利用する増殖炉ですが、
プルトニウム増殖のためのブランケッ
ト（炉心の回りにウランで囲んだ部分）
を取り除いて、MOX燃料を利用するこ
とができます。
一方、燃焼処分以外の方法として考

えられるのが固定化で、セラミックに
固化したプルトニウムを高レベル廃棄
物とともにキャニスターに封入し、地
層処分する方法です。

二国間、三国間の協力
――2007年までには処分操業

米、仏、独、加の各国は、冷戦終結
後の早い時点からロシアとの二国間協
力を進め、解体プルトニウム処分の技
術的検討（調査研究）を行っており、
これらの検討結果を基として、サミッ
トでの検討が進められてきました。現
在も二国間及び三国間の協力は、G8に
おける多国間の検討と並行して進めら
れています。

1）米・ロの二国間協力

アメリカとロシアの二国間協力は、
解体プルトニウム処分の当事国同士
の協力であり、すべての国際間の協
力の基軸になるため、他の国々はこ
れに協力しています。米・ロ間の取
り組みとして、ロシアの解体プルト
ニウム処分に対するアメリカの協力
と、米・ロ間での解体プルトニウム
処分の取り決めに関する取り組みが
あります。
まず、アメリカによるロシアの解

体プルトニウム処分に対する協力と
しては、1994年から1996年の間、

米・ロ共同研究として、種々の処分
オプションにつき調査研究が行なわ
れました。その後、1998年に解体プ
ルトニウム処分に関する技術協力協
定を結び、軽水炉と高速炉に焦点を
絞ったシナリオやコストの検討が進
められています。またアメリカは、
処分能力の増強方策の可能性として、
解体プルトニウムをカナダの
CANDU炉で燃焼させるというカナ
ダの提唱の「CANDUオプション」
の研究にも係わっており、資金援助
を行っています。最近の動きとして
は、モジュラー型ガス炉の開発に関
する協力にも参画しています。
もう一方の米・ロ間でのプルトニ

ウムの処分取り決めに関しては、処
分オプションが絞られてきた1998年
の9月に、当時のクリントン、エリツ
ィン両大統領の共同声明という形で、
協定締結の検討を開始する旨、宣言
されました。その後、2年弱の交渉の
末、2000年の6月にクリントン、プー
チン両大統領間で合意の声明が出さ
れ、2000年9月には余剰兵器の解体プ
ルトニウム処分に関する米・ロ二国
間協定が締結されました。この協定
では、米・ロ双方がそれぞれ34トン
の兵器級プルトニウムを処分する
（第2条）、燃焼によりプルトニウムに
使う原子炉は、アメリカ、及びロシ
アにある軽水炉、ロシアのBOR-60、
BN-600など高速炉（第3条）、年間2
トンのプルトニウムを処分する処置
をとり、できるだけ早い時期に年間4
トンに増加する、遅くとも2007年末
までに処分の操業を開始すること

（第4条）などを決めております。い
ずれも今後の両国のプルトニウム処
分の重要な指針を示すものです。

2）仏・独・ロの三国間協力

――MOX燃料製造施設を建設

フランス、ドイツ両国は、1992年
から1996年の間、各国での二国間協
定に基づいた調査研究を行った後、
1996年から1998年の約1年半の交渉の
末、仏・独・ロの三カ国協定を結ん
で、調査研究を継続しています。こ
の協定では、すでに商業化されてい
るMOXペレットの燃料製造技術を利
用し、これをロシアの軽水炉
（VVER-1000）と高速炉（BN-600）
で利用するというオプションを推し
進めています。フランス・コジェマ
とドイツ・ジーメンスの技術を導入
して、プルトニウムの転換からMOX

燃料製造までを行う構想であり、以
前にジーメンスがドイツのハナウに
新設した燃料製造施設（原子力反対
派の抵抗に遭い運転を断念）を移設
して、ロシア国内に建設する案が検
討されています。

3）加・ロの二国間協力

――CANDUオプションは米国の資金

前述のように、カナダは解体プル
トニウムの処分量の増大の方策とし
て、ロシア国内でMOX燃料を製造し
た後、輸送して自国のCANDU炉を
用いて燃焼処分するオプション
「CANDUオプション」を提案してい
ます。現在、ロシアとアメリカの少
量の解体プルトニウム（数百グラム）
を用いて試験燃料ピンを製造し、カ
ナダのチョークリバーの実験炉で照
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射する実験（PARALLEX計画）を実
施中です。

4）G8としての協力

――燃焼が主、固定化が従

1996年4月のモスクワ原子力安全サ
ミットの時には、解体プルトニウム
の安全で確実な管理、再転用されな
いための処分の重要性などが強く認
識され、核兵器保有国が主要な責任
を負うとしつつも、国際協力の呼び
かけが行われました。これを受けて、
同年10月パリで専門家会合が開催さ
れました。ここではまず、核弾頭解
体後の解体プルトニウムの安全保障
のため確実な中間貯蔵の重要性が認
められ、また処分の方法としては、
各種の原子炉を用いた燃焼処分、セ
ラミックなどへの固定化、深地層処
分など、種々の方法が検討されまし
た。
この結果、既存炉を利用したMOX

燃料による燃焼オプションが主とさ
れ、固定化オプションを従とする選
択がなされました。現在では固定化

は、アメリカの解体プルトニウム処
分のオプションとしてのみ検討され
ています。またアメリカは原子炉級
プルトニウムの原子炉での利用を行
わないという政策から、燃焼オプシ
ョンに消極的でしたが、これを認め、
解体プルトニウム処分の有力なオプ
ションとして採用することになりま
した。
その後のサミットにおいても、解

体プルトニウムの処分は、核軍縮・
核不拡散における重要な取り組み事
項として認識されてきました。特に
1999年6月のケルン・サミットにおい
て、わが国はロシア極東の原子力潜
水艦解体支援を主とし、ロシアの解
体プルトニウム処分への協力も含ん
だ対ロ支援として、総額2億ドルにの
ぼる資金拠出の意志表明を行いまし
た。
2000年7月の九州・沖縄サミットで

は，6月の米・ロ大統領間の協定締結
に関する合意を踏まえ、「ロシア解体
プルトニウムの処分に必要な資金の

国際的調達計画と、多国間協力に向
けた支援体制の枠組み作りを次回サ
ミットまでに行う」という沖縄コミ
ュニケを採択しました。さらにG8の
国々をメンバーとする解体プルトニ
ウム処分を専門に検討するグループ
を設置し、沖縄コミュニケの内容を
具体化する検討を進めてきました。
しかし予備的なコスト評価に基づく
必要資金と、G7を主体として期待で
きる資金とのギャップは大きく、解
決には至ってはいません。本年7月の
ジェノバ・サミットでは、外相会合
で協力の意志のある支援国に対し、
国際的な資金計画の完成と計画実施
のための多数国間の枠組に関する交
渉への参加を呼びかけ、協力の推進
を謳っており、今後もコスト面、資
金面両方からそのギャップを縮める
検討を継続していく状況です。
本格処分段階での処分方法に関し

ては、各国ともそのやり方に差があ
るうえ、処分に対する温度差もある
ようです。米・ロ、仏・独・ロの間
で、各処分シナリオのコスト評価に
ついて検討されています。ここでは、
MOX燃料の製造を行う施設を建設
し、ロシアの高速炉BN-600及び4～7
基のロシアの軽水炉（VVER）を使
って、ロシアでの解体プルトニウム
を処分するシナリオが検討されてい
ます。コスト評価においては、対応
するロシアの施設についてのコスト
評価の根拠が明らかでなく、客観的
な評価がむずかしい状況です。また、
ロシア国内の処分施設の改造・新設
に関する展開シナリオは、必ずしも

右側の建物がBN-600、左側は廃炉となったRBMK炉
（BN-600パンフレットより）
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合理的なものとは言えず、このため
コストがかさんでいる面も見受られ
ます。

わが国の協力
―― G8にロシアの技術での燃料
製造を提案

わが国は、1996年4月のモスクワ原子
力安全サミット以降、技術的な検討を
開始し、1997年からは関係国の専門家
との意見交換を行って、仏・独・ロの
三カ国計画やロシアの高速炉燃料技術
への協力などへの参画の可能性を検討
してきました。これらの意見交換の中
でわが国は、アメリカ側よりはBN-600
を用いるオプションへの協力要請を受
け、ロシア側よりは、ロシアのバイパ
ック燃料技術を活用することへの協力
要請を受けました。
ロシアにおける原子炉や燃料製造施

設の状況を調査してみますと、ベロヤ
ルスク（ウラル山脈南東）で稼働
中のBN-600は、照射試験として約40体
のMOX燃料の照射実績があり、直近10
ヵ年の稼働率は70％以上と極めて良好
な実績を誇っており、これを処分炉の
ひとつとして採用することが可能であ
ることが分かりました。また、原子炉
で、解体プルトニウムを燃焼処分する
ためには、MOX転換工場、MOX燃料
製造工場が必要となります。現在はロ
シアには、軽水炉用のMOX燃料製造施
設がなく、高速炉用のMOX燃料施設と
してチェリヤビンスク（ウラル山脈南
東）にあるマヤク軍産複合施設内の
「PAKET」と呼ばれるペレット製造施
設、バイパック燃料を製造できるデミ
トロフグラード（モスクワ東南東約
1,000km）の原子炉科学研究所（RIAR）
施設があります。このバイパック燃料

は、従来のペレットによる燃料に比べ
作業工程を短縮でき、検査工程を合理
化できるので、燃料製造費を安くでき
る可能性があります。

RIARでは450体を超える豊富なバイ
パック燃料製造実績があり、良好な照
射実績を示しています。またRIARの設
備増強は、PAKET施設に比べ安価に対
応できることがわかりました。この結
果、BN-600にMOXバイパック燃料を
用いて解体プルトニウム処分を行うオ
プションが、ロシアの固有の技術、現
状設備を最大限に利用でき、外国の技
術を新規に導入をすることなく、早期
に計画に着手できるなどの観点から、
信頼性、コスト及びスケジュール上有
利であり、これ自体技術的な成熟度の
高いものであることがわかりました。
これらの検討を踏まえて、わが国は

処分の方法として、ロシアのバイパッ
ク法を利用して解体プルトニウムから
MOX燃料を製造し、BN-600で燃焼さ
せるという方策を、G8の会合で提案し
ています。

日本のBN-600バイパック燃料オプ
ション構想

本構想の全体像は、わが国の提案オ
プションに基づき、BN-600の設計寿命
を10年延長して、2020年までに合計約
20トンの解体プルトニウム処分を実現
しようとするものです。ロシアにおい
てMOX燃料の使用実績が少ないこと、
ロシアの技術基盤が必ずしも良好とは
考えられないことから、ステップ・バ
イ・ステップで進めていくことを基本
としています。

バイパック燃料製造施設のある建物
（原子炉科学研究所［RIAR］パンフレットより）
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まず、「フェーズ0」と呼ばれる準備
作業段階では、RIARとの間で、解体プ
ルトニウム約20kgを用いたMOXバイパ
ック燃料集合体3体をBN-600で照射し
て、燃料の健全性について確認をして
います。照射は昨年5月中旬より開始し
て、現在まで順調に照射され、その健
全性が実証されつつあります。また、
オブニンスク（モスクワ南西約100km）
の物理エネルギー研究所（IPPE）との
間では、さまざまな炉心の体系を模擬
した臨界試験を同研究所の高速炉用の
臨界実験装置（BFS-2）を用いて実施
し、貴重なデータを得ています。
次の「フェーズ1」は、炉心の約5分

の1をMOX燃料で置き換える（ハイブ
リット炉心）ため、その手始めとして、
21体のMOXバイパック燃料集合体によ
る燃焼処分のデモンストレーション
（解体プルトニウム約120～140kg）を行
います。また、年間約40～50体の燃料
集合体の製造が可能なようにRIAR施設
を改造・整備するとともに、炉心を変
更するためにBN-600の炉心・燃料設
計、安全解析の作業が必要になります。
その他にも、新燃料輸送容器の製造、
新燃料貯蔵倉庫、取扱い装置等の整備、
使用済みMOX燃料貯蔵施設の整備など
が行われます。
これらの「フェーズ1」の作業に関し

ては、アメリカ、ロシア、日本で作業
を分担して実施することが提案されて
おり、日本の分担は、BN-600ハイブリ
ッド炉心・燃料設計、安全解析、RIAR

のバイパック燃料製造施設整備の3分野
で、作業を開始しているところです。
「フェーズ1」での運転後、「フェーズ

2」としてBN-600炉心全部をMOX燃料
にすることが計画されています。それ
によって、年間約1.3トンの解体プルト
ニウムを処分することになり、年間約
250体の燃料集合体を製造する能力を持
つバイパック燃料製造施設が必要とな
ります。G8におけるフルMOX炉心の
検討では、ペレット燃料か、バイパッ
ク燃料かを今後の評価により決定され
ることとなっています。

BN-600をフルMOX炉心として解体
プルトニウム処分に用いるためには、
炉心改造、燃料製造施設の新設、プラ
ントの寿命延長等を行う必要がありま
す。これらについては従来から検討が
行われ、技術的な見通しは一応得られ
ているものの、これを実際のスケジュ
ールにのせ、処分シナリオとして明確
にすること、またそのためのコスト評
価を行い、プロジェクト全体としての
姿をはっきりさせる必要があり、その
フィージビリティ・スタディが行われ
ています。

解体プルトニウム処分に常に関心を

高速炉の技術を有し、MOX燃料の取
り扱い技術のノウハウを持つ核燃料サ
イクル開発機構（サイクル機構）は、
「フェーズ0」と「フェーズ1」への協力
を通して、BN-600バイパック燃料オプ
ションによる解体プルトニウム処分へ
の技術協力という核軍縮・核不拡散へ
の貢献のみならず、ロシア・バイパッ
ク燃料製造技術、BN-600炉心・燃料設
計等に係る共同研究を通して知見の獲
得、実機での経験の蓄積を図り、サイ
クル機構の今後の研究開発業務に反映

することを目標としています。
ロシア解体プルトニウム処分は、ロ

シアの国内事情や米・ロの「双務主義」
という側面、G8など諸外国の協力体制、
資金調達など種々の困難を内在してい
ます。これらは国際協力なしには克服
されるものではなく、日本を含む、す
べての支援国が世界平和に直接脅威を
与える解体核兵器からの核物質の流
出・拡散を防止するという課題に対し
て、積極的に取り組むべきものと強く
認識されています。
しかしながら、解体プルトニウム処

分の全体計画に対し、米・ロ協定のマ
イル・ストンを満たすための具体的な
処分シナリオの具体的な行動計画がま
だ明確になっておらず、この計画の早
急な構築が最大の懸案事項です。日本
としてはBN-600バイパック燃料オプシ
ョンの有効性について粘り強く説明し、
本格処分の方法としてＧ８の協力を得
る必要があります。ジェノバ・サミッ
トでは、国際的な資金計画の完成と多
国間の協力枠組の構築が継続審議とさ
れました。またアメリカの対ロシア支
援政策のレビューが進行しており、今
後の解体プルトニウム処分の計画への
影響を、注意深く見守る必要がありま
す。
日本としては、現在までに培われた

プルトニウム平和利用技術を活かして、
国際平和に日本の姿が見える形での貢
献を目ざしており、着実な歩みを続け
ています。さらなる処分プロジェクト
の推進のため、皆様のご協力・助勢を
切にお願いするものです。



15Plutonium  No.35    Autumn  2001

#3

ことしの暑さはきびしかった。電力

の消費も連日記録を更新したという

が、季節は足早にうごく。湧きでてい

た入道雲は、いつのまにか小石をなら

べたような雲片にかわり、天空高く浮

かべている。久しぶりに日比谷から丸

の内を歩いた。皇居の濠の水が、小さ

く秋の日を弾
はじ

いていた。

鰯雲首都は変貌しつつあり

福田蓼汀

新しい丸ビルが、高く鉄骨を組みあ

げている。工業倶楽部はいま解体、再

建の最中だ。この建物の前に立つのは

何年ぶりだろうか、そんなことを考え

ていると、つい胸が疼
うず

く。

ルネッサンス様式を基調とした工業

倶楽部の大会堂に、くたびれた服を着

た人々があつまったのは、たしか昭和

24年の秋も深まったころである。重電

機復興会議の設立総会が開かれた壇上

に、「電源復興危機突破」と筆太に書

かれたスローガンがかけられていた。

そんな情景がいまでも鮮やかにうかん

でくる。私がエネルギー政策に取り組

んできたのはこのスローガンだったの

だ、そんな思いに浸りながら、しばら

く佇んでいたのであった。

辞書をひくと、「復興」とは、いっ

たん衰えたものを再び盛んな状態にす

ること、とある。焼け跡にネオンの灯

は消えていく。バラック建ての家の裸

電球は停電しきりだ。唯一の娯楽は洋

画であった。固唾をのんで凝視してい

たラブシーンの場面にくると、電圧が

さがってスクリーンは靄
もや

のなか、興奮

が、すーっと、消えていった。こんな

経験を誰しもが味わったものだ。だか

ら当時は、なにはともあれ、「電源復

興」、だったのである。

私がはじめて電源を見たのは磐梯山

南麓の猪苗代水力発電所だ。発電機器

は外国製であった。各地の石炭火力発

電所は戦災にあって無惨に機能を低下

させていた。「おばけ煙突」と親しま

れた東京・千住の石炭火力発電所など

が、わずかに火力として存在してはい

たが、水力が主役であった。「水主火

従」といわれた時代である。

電気事業は昭和26年に再編されて、

九電力体制に変わったが、この年は、

皮肉なことに夏から秋にかけて、深刻

な電力不足に見舞われたのである。水

主火従という電源構成は、この異常渇

水によって、その脆弱
ぜいじゃく

な姿をあらわに

したのであった。

電力各社は世界銀行からの借款や米

銀の融資をうけて、火力発電の拡充、

新鋭化に走った。水力も大規模ダム建

設に入っていく。私は、その象徴とな

った佐久間ダムの建設現場を訪ねたこ

ろを思いだすことがある。

これまで見たこともない大型の建設

機械がごう音をたてていた。紅葉した

木々が谷あいを美しく染めていた。そ

んな光景が、まるで古い映画のシーン

を想わせるようにまぶたに浮かんでき

て、懐かしい。

戦後の経済復興は傾斜生産ではじま

った。この方式によって、石炭は一時

5,500万トン生産まで記録したが、石油

によるいわゆる「流体革命」が、洪水

のようにエネルギー市場を押し流し

た。毎日のように炭鉱の閉山が相次ぎ、

雇用問題と産炭地対策が政治の大きな

課題になっていった。私はそのころ、

新聞記者として炭鉱地帯を取材して歩

いたが、炭塵で真っ黒になって坑口を

出てきた労働者が、眼を鋭く見ひらい

て、閉山の報せを聞きいっていた姿を、

つい、きのうのことのように思いだす

のである。

私が、社会党の政策審議会に入った

のはその渦中の昭和29年であった。与

えられた仕事は経済政策。石油政策作

りに追われ、石炭合理化対策に忙殺さ

れているところへ、原子力を勉強して

エネルギー政策をつくれ、とのご下命

エネルギー史断片（その一）

後 藤 　 茂
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である。伊藤好道政審会長は「君の仕

事は政策だ」と一言。いま考えてみる

と、原子力のことなどまったく知らな

かった私が、今日まで原子力問題に取

り組むことができたのも、この「政策」

という言葉に惹かれたからだと思って

いる。

月刊誌『エネルギーフォーラム』

（2001年5月号）を開いていると、「9電

力創立50周年に想う」という酒井節雄

さんの回想記が目にとまった。酒井さ

んはこのなかで、日本が戦後奇跡的に

復興を遂げ発展してきた理由として、

日本人の英知と勤勉と努力をあげ、加

えて、「電力の安定供給が経済大国の

原動力であったことも忘れてはならな

い」、と語っていた。

50年前というと、私は社会党左派の

政策審議会で、経済・産業政策を担当

していた。エネルギー政策を守備範囲

にしていたころだ。そんな私のところ

へ、電力問題に情熱を注いでいた酒井

さんがよく来られた。エネルギー問題

にかかわる歴史を、生き字引のように

脳裏に書き留めていた酒井さんと話を

するのは、とても楽しかった。かいこ

の糸を紡ぐように、私は、ときどき酒

井さんを訪ねては、その糸で、私のエ

ネルギーにかかわる機
はた

を織っていた。

酒井さんが、月刊誌『電力新報』を

創刊したのは昭和30年1月号であった。

この雑誌は、ページ数は少なかったが、

真っ赤な表紙だったのが、いまも強く

印象にのこっている。

創刊号は、「我が国の電力政策を如

何に確立するか」のテーマで、各党の

責任者の論稿をのせている。民主党は

松村謙三政調会長、自由党は水田三喜

男政調会長、社会党左派は伊藤好道政

審会長、社会党右派は水谷長三郎政審

会長の四氏が見解を寄せていた。いま

読み返してみると、顔ぶれもそうだが、

書かれた主張も、まさに今昔の感を禁

じ得ない。まだ戦後十年もたっていな

かったこの時期、国土は荒れ果ててい

た。傾斜生産方式が功を奏しはじめ、

復興の槌音が聞こえてくるようになっ

たとはいえ、なお混乱した経済状況の

なかにあって、各党がどんな電力政策

を持っていたのか、この特集は各党の

考えが垣間見えて、なかなか興味深い

企画であった。

よく知られていることだが、各党と

も、この趣の原稿依頼は、担当の部署

に回ってくる。各党とも錚々たる幹部

が顔をならべていても，個人の考えで

はなくて、党の方針ということになる

と、まずこれら党官僚が執筆する。だ

から、いきおい、羅列的な文言になり

がちであった。

伊藤好道政審会長の原稿は、私が書

いた。社会党左派は、日本の平和と自

立した国民経済のあるべき姿を示すた

めに、昭和28年に「平和経済建設五ヵ

年計画」を発表していた。だから私が

書いた原稿は、その要旨を写したよう

なもので、いま読み返してみて、党の

方針とはいえ、こんな文章より書けな

かったのかと、内心忸怩
じくじ

たるものがあ

る。

しかし、各党とも電力政策は似通っ

た表現であった。そして申し合わせた

ように、水力電源の開発を重点におい

ていた。自由党は「約400万kWの出力

の増加を目標とする電源開発五ヵ年計

画をたて、電源開発促進法を制定、多

目的ダム建設に対する助成、外資導入

の促進等をはかる」というものであっ

た。「僻地の農漁村に対し小規模自家

発電を普及する」といっているのが、

いかにも当時の自由党らしい政策であ

った。

民主党は、「電源開発資金を優先的

に考え、水主火従の原則を再認識する

とともに、水力の開発は、可及的大規

模且つ総合開発的見地よりおこなう」

といっている。「火力発電の建設は、

産炭地における低品位炭の利用につい

て特にこの推進を図る」、と石炭政策

には、党の特色をだしていた。

社会党右派は、電源開発調整審議会

が出した昭和29年度から33年度までの

5ヵ年間に460万kW開発するとの新計

画を、「ひとまず支持する」としてい

た。電気事業に関しては、「現在の九

分割に反対する。これを一元的経営に

還元して、公益特殊法人会社経営にす

ることを主張する」

しかし、「一挙に一元化するには早

急を求めず、国家管理から段階的に着

手する」、としているのは、支持をう

けていた電力に働く労働組合の当時の

考えを反映させていたものだ。

一方、社会党左派は、五ヵ年計画の

第五年度に、日本の電力生産を、現状

の490万kWから700万kWに高めること

を目標とする。そのため水力は、「農

業用灌排水の目的、工業用開発の目的、

水害防除の目的等をもあわせて達する

ことのできるよう総合的計画のもとに

推進する」。また火力発電は「大規模

に推進、同時に石炭産業に対して、長

期にして安定した市場を保障する」。

当時、炭労という強力な組織の支持を

えていた党として、石炭を重視した政

策をとっていたのは至極当然であっ

た。電気事業については、社会党右派

よりさらに踏み込んでいた。「九電力

と電発を一本化して電力公社化しこれ

を国有国営にする」とし、石炭、鉄鋼、

電力の基幹産業の国有化こそが、「日

本経済の危機を打開し、真に平和的に

自立せしめることができる」と主張し

た。イデオロギー的発想を政策面でも

強く押し出していたのである。

それにしても、各党の電力政策に、

原子力という文字が一言もはいってい

ないのが、なんとも不思議でならない。

国会議員の有志が、原子力を平和利用
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するための原子力関係予算案を緊急提

出し、成立させたのは昭和29年の4月3

日である。ウラン235からとったとい

われる2億3,500万円の原子力予算が、

すでに実行に移されていたのに、電力

政策に、原子力について触れていなか

ったのは私たちの不明を詫びるほかな

いが、私は、むしろ、原子力にたいす

る問題意識をもった政治家がいなかっ

たからだと思っている。

原子力が政治の場に登場するのは、

この年も後半にはいってからであっ

た。私の手元に、第23国会衆議院科学

技術振興対策特別委員会の会議録第4

号がある。昭和30年12月13日午後1時

55分開議の委員会で、『原子力基本法

案』が議題となり、保守合同していた

自民党を代表して中曽根康弘議員が提

案理由を説明、左右統一した社会党を

代表して岡良一議員が賛成の討論をし

ている。

『原子力基本法案』は、自民党、社

会党の共同提案で、421名が名をつら

ねた議員立法であった。私は、この法

律の素案を松前重義先生と鉛筆を舐め

ながらつくったこと、岡先生の討論原

稿を手伝ったこと、そして、委員会を

傍聴した日のことを、ときに感慨深く

回想することがある。社会党はその後

も十余年にわたって原子力関連の法律

や条約批准に賛成し、積極的に推進す

る立場をとっていたのである。

総発電設備が500万kWほどでしかな

かった時代であった。それから46年た

ったいま、原子力発電だけで4,500万

kWの能力になっていることを考える

と、まさに隔世の感だ。

私は、日本の原子力開発の先駆的な

役割を果たした政治家として中曽根康

弘、前田正男、斉藤憲三、稲葉修、松

前重義、志村茂治、岡良一の衆議院議

員をあげておきたい。党派をこえて、

日本のエネルギーの将来を熱っぽく語

りあっていた“七人の侍”の姿が思い

だされるのも、今日の原子力をめぐる

政治状況に、心痛むものがあるからか

も知れない。

（元衆議院議員）

わが国のプルトニウム管理状況

いんふぉ くりっぷ 

硝酸プルトニウムなど［溶解後、
分離されてから、混合転換工程
までのプルトニウム］ 

酸化プルトニウム［酸化プルト
ニウムとして貯蔵容器に貯蔵さ
れているもの］ 

酸化プルトニウム［酸化プルト
ニウム貯蔵容器に貯蔵されてい
るもの］ 

試験及び加工段階にある 
プルトニウム 

新燃料製品［燃料体の完成品と
して保管されているもの］ 

合　　計 

合　　計 

365kg 
(375kg)

2,515kg 
(2,652kg)

18kg 
(38kg)

10,118kg (6,957kg)

21,953kg (20,639kg)

32,070kg (27,596kg)

常陽＜高速増殖実験炉＞ 

もんじゅ＜高速増殖原型炉＞ 

ふげん＜新型転換原型炉＞ 

研究開発＜新臨界実験装置など＞ 

合　　計 

実用発電炉 

367kg 
(367kg)

0kg 
(0kg)

63kg 
(0kg)JNC再処理施設回収量 

125kg 
(85kg)もんじゅ・常陽・ふげん等 

海外からの移転量 

合　　計 

0kg 
(0kg)

63kg 
(0kg)

465kg 
(465kg)

440kg 
(428kg)

1,290kg 
(1,298kg)

539kg 
(481kg)

360kg 
(358kg)

3,413kg 
(3,491kg)

217kg 
(154kg)

582kg 
(528kg)

(JNC：核燃料サイクル開発機構） 

注）基本的に海外でMOX燃料に加工してわが国の軽 
　水炉で利用予定 

○JNC再処理施設 

○JNCプルトニウム燃料加工施設 

○供給量 

○使用量 

○原子炉など 

英国 

フランス 

合　　計 

＊数字は核分裂性プルトニウム及び非核分 
　裂性プルトニウムの同位体の合計 
　（小数点第１位の四捨五入の関係により、合計が 

　　合わない場合がある。） 

２．燃料の原料となる酸化プルトニウ 
　　ムの使用状況（2000年） 

１．分離プルトニウム量 
　　　　　　　　（2000年12月末現在） 

３．海外に存在する酸化プルトニウム 
　　　　　　　　（2000年12月末現在） 

10月2日の第40回原子力委員会定例会
議において、2000年12月末のわが国のプ
ルトニウム保有量が報告され、発表され
ました。
（http://aec.jst.go.jp/jicst/NC/nc_iinkaif.htm）

（ ）内は1999年12月末の値を示す。

（単位：kgPu）
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原子力発電が無かったら炭酸ガス排
出はさらに

ベルギーの電力設備容量は、1,500万
kW、2000年での総発電電力量は800億
kW時、その発電構成は、原子力56.8％、
ガス火力23.0％、石炭火力17.4％、石油
火力0.7％、水力2.1％と、原子力発電が
半分を超える発電を行っています。こ
の値は、フランス76.4％、リトアニア
73.7％に次いで、ベルギーが世界で3番
目に原子力発電の割合が多い国となっ
ています。

ベルギーの商業レベルでの原子力発
電所は、1975年2月に最初のドール1号
機（Doel-1：41.2万kW）が運転を開始
して以来、ドール発電所に4基、チア
ンジュ（Tihange）発電所に3基の原子
炉が建設され、合計7基で発電を行っ
ています。訪問したエレクトラベル社
（ELECTRABEL）関係者によると、
ベルギー全体の発電設備による年間の
炭酸ガス排出量は2,000万トンで、もし
原子力発電所が無かったら、現在の2.7
倍に当たる5,400万トンの炭酸ガスを毎
年排出していた計算になるということ

です。

38年前からMOX燃
料を利用

原子力発電所で一
度燃やした燃料から、
燃え残ったウランと
新たに生まれたプル
トニウムを分離（再
処理）して、ウラ
ン・プルトニウム混
合燃料（MOX燃料）

を作り、再度原子炉の中で燃やし、発
電することは、今までフランス、ドイ
ツ、ベルギー、スイスなど10ヶ国で行
われ、2000年12月までに3,000体を超え
るMOX燃料が使用されています。ベル
ギーでは、ドール3号機とチアンジュ2
号機でMOX燃料を使用しており、104
体がリサイクル燃料として使用され、
40体が今後使用される予定です。また、
すでに1987年6月に閉鎖された軽水炉
BR-3（1.1万kW）では、1963年から
1987年までの間に151体のMOX燃料が
燃やされております。このBR-3が世界
で最初にMOX燃料を利用した炉で、ベ
ルギー政府のエネルギー政策に対する
先見性が伺えます。
ベルギーでの本格的な燃料リサイク

ル政策は、1973年の第一次石油危機以
来のことで、原子力発電の需要増によ
るウラン価格の高騰、限りあるウラン
資源の有効利用、そのためのFBR実用
化計画の推進に伴うプルトニウムの確
保、また、将来の世界的なエネルギー
不足傾向から、使用済燃料の管理政策、
いわゆる使い捨て政策が見直され、再
処理し、ウランとプルトニウムを抽出
して再利用するように方針が転換され
ました。
そのためベルギーでは、フランスの

原子燃料公社（COGEMA）に対して、
1976年の契約で、1980～81年の間に搬
出される使用済燃料40トン、78年に
1985年までの分100トン、さらに同じ78
年に530トンを、同社ラ・アーグ再処理
工場で再処理することになりました。

ベルギーでは38年も前から、フランスでは17基の原子力発電所でMOX燃料が利用さ

れています。また、フランスでは、新たにMOX燃料利用許可を受けた発電所が3基、計

画中の発電所が8基あります。当然ながら、MOX燃料もウラン燃料と扱いは同じで、日

本のようにその安全性を問題にしているところもありません。原子燃料政策研究会では、

去る9月にベルギーのELECTRABEL社とフランスの経済・財務・産業省、原子力庁、マ

ルクールのフェニックス炉を訪問し、MOX燃料を含む原子力政策に関する意見交換を

行いました。 （編集部）

石油ショックを教訓にMOX燃料を利用
－ ベルギーとフランスでは30年以上も前から －

ELECTRABEL社（ベルギー）との意見交換
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しかし、80年代には、チェルノブイリ
原発事故（86年）もあり、その後の経
済情勢などから世界的に原子力発電所
の新規建設も進展しなくなりました。
このためウラン価格も下がり、スーパ
ー・フェニックスを代表するFBR計画
もストップするなどしたため、90年代
に入りベルギーのMOX燃料政策を変更
することとなりました。1993年に原子
力政策が変更され、電力会社は今後5年
間に新たな再処理契約を行ってはなら
ないということになりましたが、従来
からの契約は履行されています。

2011年に原子力政策再検討報告

現在MOX燃料は、ドール原子力発電
所3号炉と、チアンジュ原子力発電所2
号炉に搬入されていますが、従来の再
処理委託契約によって作られるMOX燃
料の貯蔵施設として、この二つの発電
所敷地内に40年分のMOX燃料貯蔵施設
の建設を申請し、政府の許可を受けて
います。長期的な観点からすればこの
措置は正しかった、とELECTRABEL

社関係者も話しています。
連邦政府では、今後も再処理を行う

か否かについて、1993年からの5年間で
検討が加えられ、98年に報告書が提出
されました。その報告は主に、「さらに
検討を続ける」として、2011～2012年
の間にその結果を出すというものです。
その間に、核不拡散、経済性について
も比較研究を行うこととなっています。
すなわち、1998年には政府の決定が

なかった、しなかったということにな
ります。それはまだ各発電所内に使用
済燃料の貯蔵余力があり、結論を先送
りする余裕があったためです。将来の
原子力政策、とりわけ再処理、プルト
ニウム利用に関する政策を再検討する

という重要な問題を、
将来のエネルギー安定
供給問題、さらには地
球環境問題など、諸問
題の先行きが不透明な
時期に短期間で決定さ
れることなく先送りし
たことは、将来を見据
えた国の方針を決定す
る意味で、適切なしか
も慎重な選択であった
のではないかと思われ
ます。

原子力政策が党利党略の具になっては

ベルギーでは、1999年6月の下院選挙
により6党による内閣が成立、緑の党が
入閣しました。その緑の党が再処理と
廃棄物処分についての詳細な検討と、
その報告を求めています。緑の党は、
「京都プロトコールを遵守するが、原子
力が炭酸ガス発生を抑制するというの
は矛盾している。それよりも電力需要
を削減すべき」と発言していますが、
ベルギーでは20年間にわたり毎年2.6％
程度の電力需要増があり、この需要を
抑制することはベルギー経済の発展に
大きく影響することになります。
また、緑の党は、40年経った原子力

発電所は廃止すると言っており、それ
が実施されると2015年には最初に建て
たドール1号機の廃止時期となります。
原子力発電所は、毎年の定期検査の際
に、装置、機器、部品を、故障してい
るか否かに係わらず、計画的に定期的
に交換しており、原子炉容器、格納容
器、大口径の配管などを除いて、ほと
んどが交換されています。現に、
ELECTRABEL社では、大型機器であ
る原子炉の蒸気発生器全てを三菱重工

業製に交換しました。ELECTRABEL

社関係者は、原子力発電所の廃止は政
治的に判断するものではなく、技術的
な評価の上で判断していくものですと
コメントしていました。
現政権に「緑の党」が入閣したため、

将来のエネルギー政策をしっかり見据
えて策定しないと、反原子力がステー
タス・シンボルの一つとなっている政
党に国の存亡がかかっているエネルギ
ー政策を決められてしまうことは、ベ
ルギーに限らずどこの国にとっても大
変な問題です。

原子力発電がフランス経済を支えて
いる

フランスのエネルギー政策は日本と
似ています。1970年代初頭に、フラン
スには化石燃料資源が少なく、エネル
ギー・セキュリティが確保できないと
いう自覚が芽生え、その対応のために
三つのエネルギー政策が考えられまし
た。それらは、1）国内の発電の強化、
特に原子力発電の強化、そして水力発
電の増強、2）エネルギーの節約、3）
全てのエネルギーの調達先の多様化、
の三つです。これら三つのエネルギー
政策は現在も引き継がれ、さらには環
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境保護や、電力分野での競争力をつけ
るための政策もとられるようになりま
した。これにより安い電力を供給でき
るようになり、安い電力がフランスの
経済発展の大きなベースともなりまし
た。
このようなエネルギー政策の成果を

まとめると次のようなものとなります。
aエネルギー自給率が、1970年代半ば
と1990年代半ばを比較すると2倍にな
った。

s石油依存率は、1970年代半ばが70％
であったのに対し、1990年代半ばに
は40％となり、大幅な減少となった。

d水力発電と特に原子力発電の増強に
より、国内エネルギー生産量が増え
た。1975年と1995年を比較すると2.5
倍となり、発電設備に余裕があるた
め、電力の輸出も行えるようになっ
た。

環境保護のために原子力、省エネが
貢献

原子力発電所の増強により、フラン
スでのCO2の排出量は、1995年には1973
年の3.5分の1、kWh当たりの排出量と

しては9分の1となりました。この結果、
世界で4番目の大エネルギー消費国であ
るフランスは、CO2排出量では23番目
となりました。京都プロトコールによ
るフランスのCO2排出量規制は、EU内
の話し合いで、1990年レベルで安定す
れば、それ以上削減する必要はないと
いうことになりましたが、それにフラ
ンス自身が決して自己満足しているわ
けではないとのことです。
フランスにおける発電電力量は、

75％が原子力発電、15％が再生可能エ
ネルギー（水力など）、残りは化石燃料
です。電力消費は今後も増えるので、
現状で満足しているのではなくさらな
る努力が図られています。将来の発電
については、エネルギー・ミックスで
ベース電源としての原子力発電が増え
ることは間違いないのですが、化石燃
料については、ガスコンバイン発電に
代わることになります。さらに再生エ
ネルギーは増強され、現在15％から
2010年には21％にする計画です。
原子力発電は、全体としてその設備

の償却が50％となり、そのため電気料
金が15～20サンチーム／kWhとなりま
した。さらに減価償却が進むと、
1kWh当たり10サンチームまで下げるこ
とができると経済・財務・産業省の関
係者が言います。これに比べ、ガスコ
ンバインサイクルは22サンチーム／
kWhです。原子力発電については、廃
棄物処分、原子炉解体費用を含んでい
ますが、例えば、炭酸ガス税のような
ものは考慮に入れていません。
原子力発電は現在、PWR58基（90万

kWが34基、130万kWが20基、145万kW

が4基）、6,295万kWとなっています。
2000年実績では、電力の77％が原子力
発電によるものでした。当然世界で最

も原子力発電の割合が高い国となって
います。

将来の原子力産業の強化のため
AREVAを設立

フランスの原子力産業については、
原子力庁（CEA）が研究開発、フラン
ス原子燃料公社（COGEMA）が原子燃
料サイクル、フラマトムANP（FRAM-

ATOM ANP）が原子炉、ウラン燃料の
設計、建設・製造、電力公社（EDF）
が発電を担当しています。2001年初頭
に組織が変わり、FRAMATOM社が
6 6 ％ 、 ド イ ツ の ジ ー メ ン ス 社
（SIEMENS）が34％の株で合併し、
「FRAMATOM ANP」となりました。
その後、2001年9月に、FRAMATOM

ANP、COGEMA、CEAの力を結集し
て事業を行っていくために、産業グル
ープ「AREVA」を設立しました。この
再編は、原子力についての強力なグル
ープをつくること、株式を公開するこ
とにより、将来パートナーとして参加
し易くするために行われました。この
グループ化の動きは、2000年11月末に
「原子力事業再編計画プロジェクト」が
開始され、暫定的にTOPCOと呼ばれて
いたものです。

AREVAは、総売上高が年100億ユー
ロで、その75%が原子力です。株式の
80%を国が保有し、その株を国を代表
してCEAが保有しています。

CEAでは組織の再編成が行われ、4
つの部門になりました。1）原子力研究
開発（R&D for Nuclear Energy）、2）
産業研究技術（R&T for Industry）、3）
基礎研究（Fundamental Research）、4）
防衛（Defense）です。CEAの人員は
16,000人であり、研究・技術者は約
5 , 0 0 0人います。サクレイ研究所

経済・財務・産業省 資源エネルギー総局
原子力課長　Grit氏
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（Saclay：原子力科学、計算コード）
1 , 8 0 0 人、カダラッシュ研究所
（Cadarache：原子炉、燃料サイクル関
係）2,000人、Valrho研究所（フェニッ
クス、冷却水関係）1,200人。

具体策はバック・エンド、情報公開、
安全、競争力

フランスの原子力に関する国民的な
理解（パブリック・アクセプタンス）
は良好です。良好な理由としては、1）
原子力利用に歴史がある、2）フランス
の独立性を保つために原子力が果たし
ている役割が大きいとの意識が強い、3）
発電コストが安く経済的メリットがあ
る、雇用が創設されている、原子力産
業として輸出も行われている、4）安全
性が高く、安心感がある、などです。
しかし、何もせずにこのような良好

な国民的理解が継続するとは考えられ
ず、当然、1970年代、現在、2010年、
2020年のそれぞれの世論は異なると思
われます。そのためフランスでは、下

記の三つの課題に対
応することが求めら
れています。
a原子力産業の中
で、放射性廃棄物
管理が明確にでき
ることを示すこと
が必要である。

s意志決定のプロセ
スをガラス張りに
し、より情報公開
する必要がある。
事実を明確にし、
国民が判断することができるように
することが必要である。

d原子力発電所が廃止され解体した後
も、同じサイトに再度原子力発電所
を建設することを視野に入れた取り
組みが必要である。2010～2020年ご
ろに原子力発電所の更新時期がくる
ため、その時には、産業、技術、人
材が必要である。
これら三つの課題に対応するため、

前述の新組織AREVAが設立されまし
た。課題への対応策の具体的な事例と
して、再処理や廃棄物対策などのバッ
ク・エンド対策、情報公開問題、安全
対策、競争力などが上げられます。
フランスのバック・エンド政策は、

再処理することが方向付けられ、投資
がされてきました。これはエネルギー
資源の乏しい国ではウラン資源の有効
利用も当然であり、再処理を継続する
ことが原子力政策の重要な要素となっ
ています。また、高レベル放射性廃棄
物処分については、1991年からの15年
間研究開発が行われ、2006年に国会で
決定がなされるために、その準備が進
められています。

発電コストには首相も高い関心

情報公開については、2001年7月初め
にその法律ができました。その主な内
容は、1）原子力のセキュリティ（安全
性、輸送など）に関する情報を入手で
きるようにする、2）施設がある地元の
情報委員会を法的に確立する、3）原子
力の安全に関して、原子力安全情報委
員会を設立し、情報の質をチェックす
る、4）運転許可については法律で明確
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に規定することとし、規制が強化され、
より民主化される。
原子力の安全対策としては、その象

徴的な措置として、原子力施設を運転
する側（電力会社）と規制する側（役
所）を明確に分離することにしていま
す。今までは、運転側、規制側両方が
CEAに属していたため、一部に懸念が
生じており、安全に対する理解を促進
するためにも、これを変えていくこと
となりました。逆に、原子力安全を担
当する当局と放射線防護の組織が別々
でしたが、これら組織を規制当局の中
に入れ、一体化することとなりました。
そのほか、安全のエンジニアリングや
放射線防護医学など、わかりにくい分
野も含めて、原子力全体をわかりやす
く、バランスの良い対応を行うことが
できるように、CEAの組織を改革こと
になりました。
競争力を高めるための対策としては、

発電コストを下げるなど、電気料金に
関し経済・財務・産業省が定期的にフ
ォローしています。国会にもチェック
のための委員会が設けられています。
ミッションも時々設定され、検討が加
えられます。例えば、首相からの要請

で、ごく最近（2001年7月）このための
三賢人会議（Charpin-Dessus-Pellat）
が開かれました。Charpin氏は経済企
画庁次官、Dessus氏は、エネルギー・
環境の有名な研究者で、エコロジスト
です。Pellat氏はCEAのhigh commis-

sionerです。

原子力の将来と研究開発

フランスでは、CEAが原子力研究プ
ログラムを維持し、AREVAが原子炉設
計、製造能力を保持します。また次世
代炉であるEPR（欧州型加圧水型軽水
炉）の開発も行っています。フランス
のエネルギー政策は、エネルギー・セ
キュリティと環境保全、そして競争力
の強化・維持が柱です。将来にわたっ
ても原子力は競争力を強化・維持し、
産業界の要請に応えていかなければな
りません。
また原子力の強化に加えて、エネル

ギーの節約、環境保護、再生エネルギ
ーの利用を考えています。再生エネル
ギーとしては、水力が主要なエネルギ
ーと考えており、加えて新エネルギー
である風力や太陽光などの有効利用の
ために、その設備の開発を行っていま
す。
フランスが原子力研究開発に関する

戦略、研究開発をすべき事項として計
画している点は下記の通りです。
既存の産業へのサポートとして、1）

原子力競争力を高める、2）長寿命化を
進める、燃料パフォーマンスを高める
研究開発を行う、3）原子力安全向上の
ための研究を行う、の3点です。現在フ
ランスの運転中の原子力発電所（PWR）
は56基あり、平均運転年数は15年であ
るため、まだ長期間運転することがで
きます。

使用済燃料はまだまだ利用できるエ
ネルギー資源であり、取り出したプル
トニウムも再利用します。今までに使
用済燃料の2／3を再処理し、取り出し
たプルトニウムをMOX燃料にして20基
の発電所で再利用しています。再処理
することはプルトニウムの有効利用と
共に放射能の容積を減容することにも
なります。またMOX燃料の利用は、す
でに成熟した技術分野であり、さらに
その性能を高め、燃料を何回もリサイ
クルするための研究開発を行っていま
す。

第4世代はガス炉？

フランスでは、MOX燃料のメリット
については、コストの面からの説明は
していません。MOX燃料を利用するの
は放射性廃棄物管理、すなわちその量
を減容することができる面から有効で
あるからで、廃棄物が増えるのでは国
民は受け入れるはずがありません。核
不拡散の観点からもプルトニウム利用
するのが有効であることを説明してい
ます。もちろん経済的観点を無視して
いるわけではなく、MOX燃料を利用し
た場合と、そうでない場合とのコスト
比較もしています。MOX燃料の利用の
方がkWh当たり少々高いのですが、あ
まり問題にする程ではありません。
そのほか、現在の発電所やヨーロッ

パ型加圧水型炉（EPR）におけるプル
トニウムと超ウラン元素（原子炉内で
作られたウランより重い元素）を燃焼
するための研究・開発、通常のウラン
燃料とMOX燃料を幾何学的に組み合わ
せた「CORAIL新燃料」を2010年まで
に産業化する研究・開発、プルトニウ
ムをより多く燃焼できる新型プルトニ
ウム燃料集合体（APA）を2020年まで

CEA原子力局長　Bouchard氏
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に産業化する研究・開発を行っていま
す。
高速中性子炉については、30年間に

わたって日本との協力を行っており、
今後の研究についても2001年7月に日・
仏・英の3ヶ国協力に調印しています。
第4世代の原子炉については、2020、

2030年頃に実用化、産業レベルで運転
が行えるように研究開発を進めていま
す。そのコンセプトは、投資コストを
低減する、少々のトラブルや事故があ
っても問題が生じない、廃棄物の発生
量を抑える、燃料のパフォーマンスを
高め、効率を良くする、天然ウランを
有効活用する、などです。この第4世代
炉としてフランスでは、ガス冷却炉が
有望と考えているようです。

フェニックスは計画通り2008年に
廃炉

フェニックスのこれまでの実績を振
り返ると、1973年8月31日に初臨界を達
成し、翌1974年3月11日に定格出力、同
年7月14日に運転を開始しました。その
後、1974年から1990年までは順調な運
転を続け、この間の設備利用率は61％
でした。もちろんこの間、二次系ナト

リウムの漏えいが何度かありました。
また、82年から83年にかけては、蒸気
発生器のうちの過熱器において、ナト
リウム・水反応が発生しました。89、
90年には運転中の負の反応度投入現象
（原子炉の出力がスパイク状に低下する
現象）によるプラント停止が発生し、
詳細に解析が実施されました。その後、
91年から97年の期間に、二次系の配管
の改造工事などが実施され、98年の5月
から11月にかけて、運転ライセンスの
更新のため第50サイクルの運転を行い、
炉の健全性が確認されました。
現在、フェニックスは改修中ですが、

それは、耐震設計の新たな基準の適用
がなされたことから、99年から来年
2002年の間に建物の耐震の工事に着手
し、ナトリウム火災やナトリウムと水
の反応の影響を少なくするための強化
工事（主に区画化の工事）、シビア・ア
クシデント（過酷事故）時の炉心冷却
のための余裕を持たせた設備の設置、
今後の運転のための設備の状態につい
ての改修、点検などが行われることと
なっています。
蒸気発生器についても一部に損傷が

確認されたことから、2002年の後半に
取替え工事を計画し
ています。蒸気発生
器の交換の後は、5年
から6年半位の運転を
予定しており、6回の
燃料照射試験を実施
する予定です。
1サイクルあたりの

運転期間は、6カ月か
ら8カ月です。この照
射試験の内容は、ネ
プツニウムやアメリ
シウムなどのマイナ

ー・アクチニド元素の消滅試験、プル
トニウム、テクネシウムやヨウ素など
の燃焼試験を計画しています。さらに、
超寿命の放射性同位元素についての消
滅試験も計画しており、それぞれ廃棄
物に関する法律に則って実施されてい
ます。その後2008年に廃炉に着手する
予定で、来年2002年から廃炉のための
研究についても開始することとしてい
ます。

FBRの研究開発は続ける

既に廃炉に着手しているスーパー・
フェニックス炉に係る決定は、全く政
治的なものでしたが、スーパー・フェ
ニックスの廃炉がフェニックスの運転
に影響があったのかどうかとの当方か
らの質問に対しては、もともと2つの炉
の目的も異なっており、スーパー・フ
ェニックスが先に廃炉になることにな
ってもフェニックスへの影響はなく、
照射試験を予定通り実施することがフ
ェニックスの目的であるとの回答でし
た。フェニックスの廃炉については、
今回の改造工事によって問題のあると
ころを取り替えであろうから、その後
もまだまだ運転できるのではないかと
の当方からの質問に対して、運転開始
から30年以上稼働することになり、当
初予定している照射試験が終了すれば、
予定通り廃炉になるとのことでした。
ただし、ウラン資源の有効活用とい

う点からは高速増殖炉に期待するとこ
ろは大きく、フェニックスが廃炉とな
っても、その後も他の機関との協力の
下、高速炉の研究は継続することが必
要であるとの発言がありました。
フェニックスが2008年に廃炉になる

ことについては、フランスでの今後の
FBR開発がどうなるのかも含めて大変Phénix副所長　Mariteau氏
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気になるところです。この点について
ブシャール局長は、次のように話して
います。
1）将来FBRが必要になることは明ら

かである。最後はFBRに行き着くと思
う。フランス政府のフェニックスの廃
炉の決定は、政治的観点からである。
しかし研究開発はやめない。2）フェニ
ックスは1974年にプロトタイプ炉とし
て運転開始した。停止したのは、安全

当局が慎重を期したためである。2008
年までには30年稼働したことになる。
プロトタイプをいつまでも運転し続け
るわけにはいかない。2008年にはアク
チニドの消滅研究も終わるので、その
時点で廃炉にすることに決めた。3）
2008年に廃炉にした後も、FBRに関す
る研究開発をやめることはない。スー
パー・フェニックスとフェニックスが
なくなるが、今後FBRを建設すること

はないだろう。他国と共同して研究を
進めることになるかもしれない。
日本では、やっと高速増殖原型炉

「もんじゅ」の修理のための安全審査が
始まりましたが、早く運転を再開し、
フランスなど将来のエネルギー問題を
真剣に考えている国々のお役に立てる
よう、「もんじゅ」を利用したFBR研究
開発の国際協力のために努力する必要
があります。

MOX燃料加工施設計画が始動

いんふぉ くりっぷ 

民間の原子燃料サイクル事業を進めて
いる日本原燃（株）［http://www.jnfl.co.jp/］
は、青森県六ヶ所村で計画しているウラ
ン・プルトニウム混合燃料（MOX燃料）
を加工する施設の立地について、青森県
と六ヶ所村に対して協力要請を行いまし
た。自治体の了承が得られ次第、国に対
して設置申請がなされることとなりま

す。
このMOX燃料加工施設は、日本原燃

の計画によれば、2004年4月に建設を着
工し、5年後の2009年4月に操業を開始す
る予定です。加工能力は年間130トン、
建設費は1,200億円と見積もっておりま
す。
エネルギー資源をほとんど持たないわ

が国の原子力政策では、ウラン資源を有
効に利用するため、原子力発電所から取
り出された使用済燃料を再処理し、燃え
残りのウランと新たに生まれたプルトニ
ウムを抽出し、MOX燃料として加工し、
再び原子力発電所で利用することとして
おります。
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テロや戦争のない世界を構築することは、
21世紀を生きる私たち人類の願いです。この
21世紀には、人間一人一人が一つの地球の市
民としてお互いを尊重し合い、相手の立場に
立って物事を考えることになるように望んで
います。世界中の様々の文化、文明、宗教な
どが共存し、影響し合うことは大変すばらし
いことです。テロを撲滅し、戦争や内紛のな
い世界にしようではありませんか。
わが国が国連総会第一委員会に提出した決

議案「核兵器の全面的廃絶へに道程」が11月
5日採択されました。しかし反対した２カ国
の内の一カ国はアメリカでした。1995年の
NPT再検討・延長会議では、非核兵器国が条
約の無期限延長を認める代わりに核兵器の廃
絶を核兵器国に約束させましたが、すでに忘
れてしまったような状況です。テロ組織に核
物質、核兵器を渡さない、作らせないために
も、核兵器国が率先して核廃絶のために努力
する必要があるのではないでしょうか。
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正誤表

小誌「Plutonium」Summer2001 No.34に間違えがありましたので、お詫びして訂正さ
せていただきます。

●4頁右列、下から14行目 誤「即時分裂」－－正「自発核分裂」
●5頁左列、上から9行目 誤「即時分裂」－－正「自発核分裂」
●8頁左列、下から6行目 誤「Figure 12」－－正「図3」


